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1．はじめに
　本稿は、旧ソ連・東欧諸国のうちの4力国の企業システムの比較の一環として、カザフスタンの企
業システムの現状について検討しようとするものである。4力国とは、旧ソ連の3力国、ロシア（ヨー
ロッパ系の代表）、カザフスタン（中央アジア5力国の代表）、リトアニア（バルト3国の代表）、なら
びにポーランド（東欧諸国の代表）である。
　ここで企業システムとは、基本活動、目標、組織、環境との相互作用の4つをサブシステムとして
とらえられた企業の存在様式を指すものとする（加藤［2006］12頁）。
　筆者はこれまでに、ロシアの企業システムについてはいくつか研究を発表してきた（加藤［2006］、
［2009］）。また、市場経済移行諸国の企業システムの比較分析のための予備的考察を提示した（加藤
［2007］）。2006年8－9月にリトアニア（主として首都ヴィリニュス）を、2007年9月にカザフスタン
（首都アスタナとアルマトィ）を訪問し、現地調査を行った。リトァニアの企業システムについては研
究の簡単な整理を行った（加藤［2010］）。
　これらを踏まえると、4力国の企業システムの比較を行うためには、ひとつには時系列的な発展過
程の比較、もうひとつには、移行後の企業システムのモデル化が必要と考えられる。
　まず、時系列的な発展過程の比較は、次の4点に即して行うことが適切であろう。
　（1）移行の出発点：歴史・文化、社会状況、経済（制度、構造）、企業システム。市場経済移行の
出発点、つまり1980年代末ごろの時点で、4力国の社会、経済、企業はどうであったか？同じ旧ソ連・
東欧諸国の中でも、移行の出発点は4力国である程度異なっていた。
　（2）移行下の企業の外部環境の変化：社会状況、経済状況、経済システム。市場経済移行期に企業
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の外部環境はどのように変化してきたか？
　（3）移行下の企業システムの変化：基本活動、目標、組織、環境との相互作用。市場経済移行期に
企業システムはどのように変化してきたか？
　（4）移行の現状：企業システムの特徴。
　そして、最後の点、「移行の現状：企業システムの特徴」を明らかにするためには、移行後の企業シ
ステムのモデル化が必要である。現代世界において、国・社会により特徴ある企業システムが存在す
ることは広く認められているが、それを比較するために提案されている包括的なモデルは多くない。
　伝統的なのは、文化論的アプローチに基づくモデルである（Hampden－Turner＆Trompenarrs
［1994］，Hofstede［1980］，　Hofstede［1991］）。これは主として社会学者によるアプローチであり、興味
深く、説得力もあるが、企業システムと文化の相互関係に関心を集中している。代表的なのは、
Hofstedeのモデルである。かれは、「権力格差」、「個人主義」、「男性性」、「不確実性回避i」、「長期志向」
の5つの指標を用いて、各国の企業文化の特徴を分析した。
　それに対して1990年代以降、制度派的アプローチに基づくモデルが台頭してきた。これは主として
経済学者によるアプローチであり、国・社会の経済システム全体が関心の対象にされているが、なか
でも企業は経済システムの主要なエージェントとして重視されている。Albert（Albert［1991］）は、
先進国の資本主義からアングロサクソン型、ライン型という2つの型を析出し、その2つの型の間で
企業システムにも顕著な差があることを指摘している。R．　Whitleyは企業間の調整様式ならびに労使
間の調整様式に焦点を当てて「ビジネス・システム」の比較を行っている（Whitley［1999］）。青木昌
彦（Aoki［2001］）は、これらの研究に立脚して、より包括的な「制度連結モデル」を提唱している。
すなわち、組織アーキテクチャにおける慣習、コーポレート・ガバナンス、金融制度、労働・雇用制
度、生産物市場・産業制度、供給関係、財産権ルールおよび実効化、社会的埋め込み・規範・価値、
国家の9つの「ドメイン」を設定し、古典派理論モデル（W、HM）、伝統的先進国モデル（A、　D、　J）、
ICT革命後モデル（SV、　GL）の特徴を整理して示した。
　本研究では、最も包括的な青木のフレームワークに主として立脚しながら、必要に応じて他のアプ
ローチも援用したいと考えている。
　本稿では、以上のことを前提として、カザフスタンの移行の現状を、筆者が最近アスタナで行った
調査（2010年3月15－19日）の結果を中心として考察しようとするものである。
2．大企業
　1997年までカザフスタンの首都はアルマトィであり、アスタナは新首都である。官庁がアルマトィ
から次々と移転してきて、市の人口は32万7000人（1999年）から63万9000人（2009年）に増大した
（Agentstvo　RK　po　Statistike，［2009］DemogrOfichesfeii　ezhegodnik　ka2akhstana　2008，　p　．　28）。官庁の建
物や流入市民の住宅などは、旧市街地の川向こうに開発された新市街地に建設された。1998年にこの
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新市街地の設計案の国際コンペが行われ、日本の建築家黒川紀章が優勝し、そのプランに基づいて建
設が急速に進められた。斬新、壮麗な建物が数多く立ち並ぶが、そのうちの一つは国有企業
KazMunaigaz社の社屋である。
　そこでまず、KazMunaigazをはじめとする大企業の状況を概観する。
　2009年11月にカザフスタンで初めての大企業ランキング、売上高上位100社（データは2008年時点）
が発表された（Nuzhdin，［2009］。『ロシアNIS経済速報』2009年12月15日号）。その第1位が国有企業
KazMunaigazである。　Karachaganak　Petroleum　Operating（石油・ガス、英伊米ロ合弁）、
ArselorMittal　Temirtau（鉄鋼、ルクセンブルク系）、Bogatyr’Komir（石炭、米国系。ただし、2009年
にカザフ・ロ合弁企業に所有移転）、Kaztsinka（亜鉛、スイス系）などは、十分なデータが公表されて
いないという理由で含まれていないが、それでもこれら100社の総売上高はカザフスタンのGDPの
72．6％を占めている。
　その産業別内訳は石油・ガス産業51％、鉱山・冶金業14％、銀行14％、輸送7％、その他14％であ
る。これは、カザフスタンの基幹産業が石油・ガス産業と鉱山・冶金業であることの反映である。
GDPの構成をみると30．5％は工業によって生み出されており、工業生産の56．8％が鉱山業、15．2％が
冶金業によるものである（Agentstvo　RK　po　Statistike，［2008］Ka2αkhstan！　Goめy　ne2avis　’mosti　1992－
2007，pp．77．　Agentstvo　RK　po　Statistike，［2008］1）romyshlennost’Ka2afehstana，　pp．21－22）。
　上位10社への経済力の集中度も高く、10社の総売上高はGDPの51．9％に達する（表1）。
表1　売上高上位10社
順位 企業名（1） 2008年の売上高業種 （100万テンゲ）（100万ドル） 所有
1 AO　NK　KazMunaiGaz石油・ガス 25373912 007政府。
2 TOO　Tengizshevroil石油・ガス 173080914329Chevror50％、　KazMunaiGaz－20％、dxxonMobil－25％
3 ENRC 鉱山・冶金 8241556823Kazakhmys－26．00％、　Mr．　Chodiev－P4．59％、Mr．　Ibragimov－14，59％、　Mr．
lachkevitch－14．59％、政府一11．65％
4 Korporatsiya　Kazakhmysolc 鉱山・冶金 6221935151Mr　Kim－38．9％、政府一15．0％、　Mr．movachuk－5．5％
5 AO　Mangistaumunaigaz石油・ガス 4883964043
Central　Asia　Petroleum　Ltd　（英国）．
P暫綴沸rMunaiGazとCNPC
6 AO　NK　Kazakhstan　temir
嘯?盾撃 運輸（鉄道） 4837634005政府。
7 AO　PetroKazakhstan石油・ガス 459263 802CNPC（中国）－67％、　KazMunaiGaz－33％
8 AO　BTA　Bank 銀行 4268013533政府一75．1％
9 AO　SNPS－Aktobernunε疽gaz石油・ガス 4175973457CNPC（中国）
10AO　Kazkommertsbank銀行 3807993153
Central　Asian　Investment　Company
iMr．　Subkhanberdin）－23，72％、　Alnair
bapita1　Holding（アブダビのSheikh
sakhnun　bin　Zaid　Al　Nahayan）－28．565％、政府21．26％
（1）AOは株式会社、　TOOは有限会社
（2）Peck［2004］pp．166－169．　http：／／www．eurasianet．org／departments／insightb／articles／eavO42009．shtml
（出典）Nuzhdin，　Igor’［2009］．各社ホームページ。
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　ここでも産業別内訳は石油・ガス産業と鉱山・冶金業が主であり、加えて銀行、輸送である。
　第1位のNK　KazMunaigazは石油・ガス企業であり、売上高210億ドルに上る巨大企業である。　NK
（National　company）は100％国有企業を意味する。探査・採掘10社、輸送7社、その他を子会社にもつ
持ち株会社である。Tengizshevroi1（第2位）、　Mangistaumunaigaz（第5位）、　PetroKazakhstan（第
7位）においても大株主であり、カザフスタンの石油・ガス産業はKazMunaigazを通じて政府により
コントロールされていることがわかる。米国系石油メジャー、中国国有石油・ガス企業（CNPC）など
が高いプレゼンスを有しており、外資の役割が大きい。鉱山・冶金業の2社においても政府が一定の
所有比率を占めているが、そこでは個人所有者も大株主として登場している。
　他の産業の業界首位企業をみると（表2）、商業ではGelios（第11位、ガソリンスタンド・チェーン）、
通信業ではKazakhtelekom（第16位、固定電話、インターネット）、農業ではAPK－lnvest（第24位、
穀物・燃料・除草剤の調達・販売など）、機械製造業ではKamkor（第25位、機械修理）、電力業では
Samryk－Energo（第26位）、建設業ではKaz　Stroi　Servis（第31位、石油ガス業のエンジニアリング・建
設）、サービスではOil　services　company（第38位、石油関連サービス）、食品ではRG　Brands（第46位、
飲料）、保険ではKazkommertspolis（第58位）、建設資材ではCentral　Asia　Cement（第67位）などで
ある。製造業の基盤が弱いことがわかる。
　政府は所有株式の管理機関として「株式会社・国民福祉基金Samruk　kazyna」を設置している。こ
の株式会社の傘下に404社が入っており、主要なものは49社である。この中には売上高上位10社リス
トの1位、6位、8位、10位の会社も含まれている。Salnruk　kazynaの目的は、傘下企業の長期的価
値が最大化するよう、また世界市場での競争力が上がるように企業を管理することである。首相が
Samruk　kazyna会長となっている（http：／／www．samruk－kazyna．kz）。
　以上のように、カザフスタンの大企業は石油・ガス産業と鉱山・冶金業に集中しており、それらを
政府は所有を通じて統制下においている。外資のプレゼンスも高い。これに対して有力な製造業企業
はほとんどない。
表2　売上高上位100社より各業界1位企業
2008年の売上高 所有順位 企業名（1） 業種 （100万テンゲ）（100万ドル）
11TOO　Gelios 商業 2763742284
16AO　Kazakhtelekom 通信 1422861176
24TOO　Korporatsiya　APKInvest農業 8241556811
25TOO　Remontnaya　Korporatsiya　Kamkor機械製造 61100 505政府。
26AO　Samryk－Energo 電力 55970 463政府一93．42％
31AO　NGSK　KazStroiServis建設 39479 326
38TOO　Oil　services　companyサービス 32542 269
46AO　RG　Brands 食品 24496 202
58AO　Kazkommertspolis 保険 14372 119
67AO　Central　Asia　Cement建設資材 11012 91
（出典）Nuzhdin，　Igor’［2009］．各社ホームページ。
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3．産業イノベーション発展促進プログラムと省庁再編成
　上述のような大企業の産業別配置状況から容易に推察される通り、2008年世界金融危機の打撃はカ
ザフスタンの場合にも深刻であった。2000年以降年率10％近かったGDPの成長率は2008年3．2％、
2009年1．2％（http：／／www，stat．kz）と急落した。
　すでに2003年に大統領令によって承認された「2003－2015年の産業・イノベーション発展戦略」とい
う文書において、資源依存型経済からの脱却、経済分野の多様化、第3次産業中心型経済への移行が
目標として掲げられていた（在日カザフスタン共和国大使館［2007］、http：／／ru．government．kz／
resources／docs／doc3）が、金融危機を経て、この戦略の促進の必要性がさらに強調されるようになっ
た。
　筆者が現地調査を行った前後に、新しい計画が発表され、それに関連して省庁再編成がおこなわれ
た（中馬［2010］）ため、経済関係の省庁は多忙で混乱している様子であった。
　新しい計画は「2010－2014年の産業・イノベーション発展促進国家計画」であり、2010年2月に政府
決定され、3月19日に大統領令によって承認された。ある官僚は「ソ連時代にもあった5か年計画」
と言っていた。この計画は目標として、「長期的に経済発展の多様化を継続し、競争力を向上させ、
2015年には2008年のGDPの150％を達成する」ことを掲げ、そのための主要な方向として、（1）外的
ショックに耐えることができ、国内市場と地域市場（カザフスタン・ロシア・ベラルーシ関税同盟）
に基礎をおく経済枠組みの形成、（2）伝統的輸出部門の発展ならびに、製品と技術連鎖の多様化、（3）
イノベーション産業の発展を提示している。具体的には農業・農産物加工、建設・建設資材産業、石
油・石油化学、化学・薬品、冶金・素材、発電、輸送・通信を中心に、さらに宇宙産業、観光業、な
らびに機械製造業の発展を図ろうとしている。
　3月12日には省庁の大幅な再編成が行われた。本稿に特に関連するところでは、経済・予算計画省、
産業・貿易省、エネルギー・鉱物資源省が廃止され、それに代わって財務省、経済発展貿易省、産業・
新技術省、石油・ガス省が新設されたことである。その眼目は、財務機能と経済政策機能を分離し、
また、商業・貿易関連機能と石油・ガス関連機能とその他産業政策機能を分離することであった。し
たがって、「2010－2014年の産業・イノベーション発展促進国家計画」の推進主体となる新設の産業・
新技術省の役割は大きいものと思われる。実際、筆者の滞在中、A．　Isekeshev大臣の演説する姿が頻
繁にテレビで見られた。
4．外国直接投資の受入
　ソ連解体後、経済困難の中でカザフスタン政府は積極的に外資導入を進めてきた。そしてそのほと
んどは資源関連産業であった。2009年6月現在の外国直接投資残高の産業部門別内訳は、地質探査
50．4％、鉱業23．9％である。投資国別では、オランダ28．9％、米国19．5％、英領バージン諸島9．3％、
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フランス7．7％、日本3．6％である。ただし、ロシア企業がオフショアセンターを通じて投資している
事例も多いとのことである。カザフスタンで稼働している外資傘下企業の出資国別件数ではロシア
2355件、トルコ1376件、米国607件、中国547件、ドイッ546件などである。（『ロシアNIS調査月報』
2010年1月号、73－75頁）。
　筆者は、産業・新技術省投資委員会の副委員長A．Dosanov氏と面談し、直接投資受入の政策・現
状・展望について話を聞いた。Dosanov氏の話を踏まえて、企業システムへの影響という観点からカ
ザフスタンの外国直接投資受入の特徴を考えてみると、次の諸点を指摘できる。
　外国投資家の権利保護が法律に定められている。「投資法」（2003）は、投資家の権利保護、国家的
投資支援、投資家の参加による紛争解決手続きなどを定めており、それらは内外投資家に平等に及ぼ
されるとしている。
　投資優遇措置が定められている。投資家は、投資委員会との契約により、投資優遇措置（関税免除、
国家による現物供与）を与えられる。優遇措置を与える際の主要な条件は、国が定めた245の優先業種
への投資が行われることである。さらに、2009年1月から新し税法典が発効し、特に非原料部門につ
いて税の軽減と手続き簡素化が行われている（Komitet　po　investitsii　Respubliki　Kazakhstan［2009］
p．36－37）。
　次のような6件の経済特区を設置し、法人税、不動産税、関税等の免税措置を実施している。「Aktau
海港」（カスピ海沿岸の港での輸送サービス）、「アスタナ新都」（建設と建設資材生産）、「ITパーク」
（アルマトィ）、「Ontystik」（南部カザフスタンの繊維産業）、「石油化学テクノパーク」（カスピ海北岸
Atyrau）、「Burabai」（カザフスタン北部の観光クラスター）（Komitet　po　investitsii　Respubliki
Kazakhstan［2009］p．31－32）。
　地下資源への投資については近年、資源ナショナリズム的規制政策がとられている。「地下資源法」
（1996）の2007年改正では、①国家に、すでに調印された契約に修正を加えることを認め、②国有の
Kazmnaigazに、すべての新規の開発・生産契約における51％の所有権を得ること、公開入札なしに開
発権を獲得することを認め、③国家に、国内外の戦略的資産を買い上げる際の先買権を与えている。
　ローカルコンテンツ規制が強化されている。2009年3月2日にMassimov首相は、外国の石油企業
は国内製品を調達しなければならず、外国企業とのすべての契約にローカルコンテンツ条項を入れな
ければならない、と述べた（http：／／www皿enas．co．uk）。
　カザフスタンで活動している外国投資家とカザフスタン大統領・政府が直接対話するために、外国
投資家会議が設置されている。大統領が主宰し、投資委員会が事務局を務めており、1年に2回招集
されている。メンバーは国際的な金融機関と外国企業の経営者たちからなる（表3。Komitet　po　in－
vestitsii　Respubliki　Kazakhstan〔2009］p．36－37）Q
　要するに、国家は外国直接投資の受け入れに関して、優先受け入れ分野への誘致を図ると同時に、
国益や国内企業保護につながるよう、強い主導性を発揮しているといえる。
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表3
企業名 業種 本国
ADB（アジア開発銀行） 金融 フィリピン（国際金融機関）
ArcerolMittal 鉄鋼 ルクセンブルグ
Baker＆Mckenzieコンサルティング
Bg－group 天然ガス イギリス
Cameco ウラン 北米
Chevron 石油 米国
ConocoPhillips 総合エネルギー 米国
Credit　Suisse 金融 スイス
Deloitte　Touche　Tohmatsuコンサルティング スイス
Deutche　Bank 金融 ドイツ
EBRD（欧州復興開発銀行） 金融 イギリス（国際金融機関）
Eni 石油・天然ガス イタリア
ENRC 資源開発 イギリス
Ernst＆Young コンサルティング 米国
Evraziiskii　Bank　Razvitiya金融 カザフスタン（国際金融機関）
ExxonMobil 石油 米国
HSBC　Bank 金融 イギリス
JPMorgan 金融 米国
Lukoi1 石油 ロシア
Mitsubishi（三菱商事） 商社 日本
Philip　Morris　Internationalたばこ 米国
RBS 金融 イギリス
Royal　Dutch　Shell 石油 イギリス、オランダ
Rusal アルミニウム ロシア
Teliasonera 通信 スウェーデンTOTAL 石油 フランス
（出典）Komitet　po　investitsii　Respubliki　Kazakhstan，　Spravochnik　investora，2009，　p，36より作成。
5．経済特区と「社会的企業」
　商工省地域産業政策部の官僚と何度か面談した。この部署の主要な課題は、経済特区と「社会的企
業」（SPK，　social－business　corporation）の組織・運営に関する政策策定である。
　経済特区の概要は、上述した。
　「社会的企業」は、国内各地域の国家資産を管理する地域開発組織であり、それらの国家資産の中に
は未利用地、未開発地下資源を含む。SPKは100％国有の株式会社であり、開発プロジェクトの推進
者の役割を果たす。企業がSPKのプロジェクトに参加すれば、資金、土地、機械、外国市場などへの
アクセスを得られる。SPKはカザフスタンの7地区に1社ずつ置かれている（Komitet　po　investitsii
Respubliki　Kazakhstan［2009］p．35）。
　したがって商工省地域産業政策部は、経済特区と「社会的企業」の2つのてこを使って上からの地
域開発を担っているといえる。
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6．金融システム
　世界金融危機の影響によりカザフスタンの多くの有力銀行が危機に陥り、政府による救済措置を受
けた（EBRD［2009］，　Transition　RePort，　pp，176－177）。しかし、カザフスタンの金融システムは支払規
律の確保、取引の透明性などにすぐれ、CIS諸国で最も発達していると評価されている（Laumulin
［2009］pp．129－130）。
　ある中堅銀行の経営者A氏と面談し、企業金融の観点からカザフスタンの金融システムについて
説明を受けた。A氏の話の主要な諸点は次のようであった。①カザフスタンの銀行システムは発達
しており、安定している。中央アジアでもっとも良いと評価されており、市民は銀行を信頼している。
GDPに占める銀行取引高も60．6％（2005年）とかなり高い。②その背景には金融関係の法制度の整備
がある。預金保険制度が1999年に部分的に導入され、2004年には強制的な制度となった。2004年と
2007年に1件ずつ銀行倒産が起こったが、預金は保護された。2003年により厳格な資産評価と貸倒引
当金設定基準が導入され、国際会計基準（IAS、　IFRS）の採用が銀行に義務付けられた。自己資本比
率規制がある。信用情報センターがあり、そこに銀行融資を受けている人々の情報が集中されている。
③世界金融危機で問題が起こったが、現在は再び安定している。2000－2005年に海外からの借入れや、
海外への融資などハイリスクの資金運用が多かった（Barisitz［2008］pp．142－152）。④ビジネス風土
として人的な関係が重要である。企業が銀行を選ぶ時も、個人的関係が重要である。欧米では、重要
な交渉はオフィスで行われるが、カザフスタンでは食事や狩猟などのときにおこなわれる。⑤直接金
融は未発達であり、間接金融中心である。証券市場はまだ未熟であり、カザフスタン証券市場（KASE）
の上場企業数は73社（2010年）にすぎず、取引される株式の50％以上が原料部門、20％強がエネルギー
部門、20％弱が金融部門である（http：／／www．kase．kz）。
7．「ボラシャク」プログラム（人材育成）
　カザフスタンの官僚、企業家などがしばしば誇らしそうに語るのが、「ボラシャク」プログラムにつ
いてである。Bolashakはカザフ語で「希望」を意味し、「ボラシャク」プログラムは、カザフスタンの
将来を担う優秀な若者を外国に留学させるための政府奨学金制度である。筆者がインタビューした投
資委員会副委員長のDosanov氏は、投資先としてのカザフスタンの魅力のひとつとして優秀な人材
を挙げ、それを可能にしている制度のひとつとして「ボラシャク」プログラムを挙げた。また、「ソ連
解体後に初めて商業銀行がカザフスタンに設立されたのだが、人材調達に困ったのではないか？」と
いう質問に対して、中堅銀行経営者は「困らなかった。『ボラシャク』プログラムを通じて人材を確保
できたから」と答えた。2006年にアルマトィにある日本センターを訪問した際、日本センター所長か
らも、「ボラシャク」プログラムを高く評価する発言を聞いた。
　1993年に大統領令により、「ボラシャク」という奨学金組織が設置された。市場経済化、民主化、国
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表4　「ボラシャク」プログラムによる留学生
2010? 1994 19951 961997 1998 1999200020012002 2003 2004 2005 2006 20072008 2009 総計
イギリス 32 10 ll 10 25 13 12 1810 27 523156 72 635 506 2992359
米国 120 11 47 28 59 39 19 26 18 12 22 640163 67 242 2731831969
ロシア 2 2 1 10 244158 42 88 2970 646
ドイツ 28 1 13 9 13 11 11 9 16 4 14 66 6 18 38 13 20 290
カナダ 5 1 1 1 56 59 9 32 3830 232
マレーシア 3 97 5 38 13 9 165
中国 82 9 13 31 20 2 157
フランス 7 5 7 2 ll 6 4 4 1 2 40 5 6 19 9 6 134
チェコ 51 6 17 23 19 4 120
シンガポール 9 30 2 28 13 18 100
その他 0 0 2 1 1 0 0 4 0 0 7 82 89 16 137 80 88 507
計 187 17 81 51 86 86 5456 57 27831796 778 267131110137296679
（出典）http：／／www．edu－cip．kz／ru／index．php？option＝com＿content＆task；view＆id＝2409＆Itemid＝308
際化に対応するための人材育成を目的として、優秀な青年を国費で外国留学させてきた。当初、
1994－1997年には30％以上の奨学生が、成績不良で奨学金を停止されるか、あるいは留学期間終了後も
帰国しなかった。そこで、1997年に「留学生選抜手続き規定」が大統領令により定められた。それは、
志願者の書類受け付け、選抜の手続きを明確化しており、また、留学期間終了後カザフスタンの国家
機関または企業に奨学生を就職あっせんすることを定めていた。また、当初は人文系の学生に偏って
いたため、2000年の大統領令により、理工系で学ぼうとする学生の語学要件が緩和された。2005年に
大統領が奨学生を年3000人にする必要があると述べた。そこで株式会社「国際教育プログラムセン
ター」が設立され、「ボラシャク」計画の実施にあたることになった。2008年から研究者・教師の研ll多
も認められるようになり、農村青年、国家公務員、研究者・教師の枠も作られている。教育の質を高
めるために、「ボラシャク」計画にふさわしい世界の一流大学のリストも作られた（http：／／www．edu－
cip．kz）。
　その結果、1994－2004年に785人が13力国に留学した。その後、奨学生の数は年1000名ほどに増大し、
2005－2009年の総計は5165名である。主要な留学先はイギリス、米国、ロシア、ドイッ、カナダ、マレー
シア、中国などである（表4）。教育分野別では人文系と工学系がほぼ同数である（表5）。
表5　2005－2010年の「ボラシャク」奨学生（教育分野別）
分野 比率（％）
人文 42
医学 5
工学 53
計 100
（出典）http：／／www．edu－cip．kz／ru／index．php？option＝com＿content＆task＝view＆id＝2409＆lternid＝308
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8．中小企業政策と女性企業家
　今回の調査で、女性企業家3名と会うことができ、アンケート票による調査にも答えてもらえた。
3名とも、中小企業家である。
　まず、カザフスタンの中小企業の概要を整理すると次のようになる。
　「私営企業法」（2007年）第6条によると、小企業とは、法人格を持たず従業員50名以下の個人企業、
ならびに従業員50名以下で6万MRP（月間計算指標。扶助料、罰金、税金などの計算のために毎年、
共和国予算法で定められる）以下の資産を持ち民間企業活動を行う法人である。中企業とは、法人格
を持たず従業員50人以上の個人企業、ならびに従業員50－250名だが32万5000MRP以下の資産を持ち
民間企業活動を行う法人である。
　統計的にみると、中小企業の状況は次のようである。稼働中の中小企業の数は70万6166。従事者数
は199万4728人。それは雇用者総数の25，3％、GDPの15，0％を占める。中小企業全体の中ではサービ
ス業（商業、修理）が高い比率を占め、経営数で39．0％、従業員数で39．5％、売上高で21．4％を占め
る。また、22．7％がアルマトィとアスタナの2大都市に集中している（Agentstvo　RK　po　Statistike，
［2009］Maloe　u　srednee　PredPrinimatel　’stvo　v　ResPublike　Kazakhstan）。これらは、先進国はもとより、
ロシアと比べても中小企業の比重が低いことを示している（加藤［2006］pp．240－262）。
　カザフスタン政府は、1991年から6次にわたり中小企業支援・発展プログラムを実施してきた
（Abdygaliyeva，　and　others［2007］）。優先課題と考えられてきたのは、資金供給と官僚的障壁の撤廃
であった。しかし、依然として、規制・法律の問題、知識・情報の不足、資本へのアクセスなどの問
題がある（Kantarbayeva［2007］）。
　1997年に、小企業発展を国家が支援することを目的として、株式会社「小企業発展基金」が設立さ
れた。2007年にそれは、株式会社「企業発展基金Damu」に改組された。　Damuは上述の国家持ち株
会社Samruk　kazynaの100％子会社である。
　第5節でふれた中堅銀行は、中小企業金融を中心的な業務としており、Damuの資金を中小企業に
仲介する受け皿のひとつとなっている。
　このような中小企業の全般的状況を念頭に置きながら、3名の女性起業家の事例を見てみよう。本
稿末尾にアンケート調査用紙を、表6に回答結果を示した。
　3名の事例は、30歳代と比較的若いこと、サービス業に従事していること、遷都後アスタナに移住
して事業を始めたこと、事業は拡大傾向であること、物質的にも精神的にも事業活動に満足している
ことなどの点においては、アスタナの中小企業をある程度、代表していると思われる。前述のように、
遷都により人口急増したこの都市は、官僚の比率が高く、青年の移住が住宅政策により奨励されたた
め、当然サービス需要も、それを満たすべき起業意欲ある人々も多い。マクロ経済の発展に支えられ、
アスタナはますます市場として発展しつつある。
　高学歴の既婚女性である点は、この3例の特徴である。
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表6　女性企業家アンケート
1 個人のプロフィール
1－1 名前 Aliya Svetlana Nurgul「
1－2 年齢 33 31 31
1－3 出身校
カラガンダ国立大学会計コース カザフ国立民族大学経済・法
w部行政コース
カザフ国立民族大学経済・法
w部行政コース
1－4 家族 夫、子2人 夫、子2人 夫、子2人
2 事業
2－1 事業分野 レストラン 広告、建築監査、旅行 フィットネス・インストラNター（個人営業）
2－2 企業形態 有限会社 有限会社 個人営業
2－3 従業員 19名（正社員） 4名（正社員） なし
2－4 起業時期 1999年 2006年 2008年
2－5 起業の理由
アスタナに首都が移転し、
激Xトラン業を含む新しい
ｩ由市場ニッチが現れ、多
ｭの国家官僚が現れ、昼食・
[食を取るところが必要に
ﾈったから。
家事と仕事の両立（サラリー
}ンでは家事困難） 時間が自由になる。収入。
2－7 事業の経過
初めは小さな喫茶店だった
ｪ次第に常連客が多くなっ
ｽので、規模を拡大し、今で
ﾍレストランになった。
当初の業務は建築監査。
Q007年に広告業進出。現在、
U件の建築監査を実施中、
P0件のビルボード型路上広
瑞ﾝ備。
2008年にあるフィットネス
Nラブで初めてレッスンを
ｵ、2009年にはもう2つの
g織（官庁も含む）でレッス
唐?ｷるようになった。
2－8 取引先の探し方 親族、知人、広告。
市場と競争相手を研究し、
ｼ接、営業。官庁との合同
~ーティングにも参加。
知人の紹介。
2－9 取引先変更の頻度 まれ。 まれ。 まれ。
2－10中小企業政策への評価
法律が頻繁に変更される。
S体として良い方向への変
ｻである。
小企業についてのプログラ
?ﾍ良い。中企業について
ﾌプログラムはやや複雑で
?驕B経験を積むにつれて
d事をするのが容易になる
ｪ、提供される特典のすべ
ﾄをすぐには理解できない。
ｻ在、国家機関との関係で
｢難は感じない。金融危機
縺A市場全体は平穏な状態。
課税制度が簡素化されたの
ﾍ良い。価格設定に対する
痩ﾆ規制があるのは良くな｢o
2－11
事業の目的（金、人との
ﾂながり、人格の発達
ﾈど）
まず利潤。そのために、非
墲ﾉ重要なのが評判、つま
關lとの関係。そして最後に自分の人格の発達。自分の知識を子どもたちに渡し
ｽい。
お金、人とのつながり、人格
ﾌ発達。
お金、人とのつながり、人格
ﾌ発達。
2－12事業の展望 レストランチェーンを展開ｵようと思っている。
現状は安定しており、今後
煦ﾀ定した発展の見込み。 自分のジムを開きたい。
3 カザフスタン企業文化
3－1 権力格差
企業内の人々の問では必ず
?ﾀの違いがある。すなわ
ｿみなそれぞれに職能があ
驕Bある者は社長、ある者
ﾍ会計士、あるものは給仕
i給仕同士の問はほぼ平等。
ﾞらはほとんど学生アルバ
Cトだから）。
比較的小さい（仕事は違う
ｪ、責任はほとんど同じ）。 客観的な評価はできない。
3－2 リスク回避 状況によるが、基本的にリXク回避的。 リスク回避的。 リスク回避的。
3－3 集団主義・個人主義 個人主義的。
国家機関との仕事では集団
蜍`的、個人顧客との仕事
ﾅは個人主義的。
個人主義。
3－4 男性性・女性性 性差はあまりない。 状況による。 性差はあまりない。
3－5 短期志向、長期志向 長期志向。 小企業の場合は、短期志向。 業種による。
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　注目されるのは、次のような点である。SvetlanaとNurgurは家事と仕事の両立のために、官僚を
やめて事業を興した。中小企業政策を高く評価している。カザフスタン企業文化についてリスク回避
的、個人主義的で、性差が少ないと感じている。比較的、ポスト近代的な企業社会の特徴を示してい
る。
　わずかなサンプルから何か確実な結論を導くことはもちろんできないが、（3名が肯定的な評価を
与えていることからうかがわれるように）中小企業政策に一定の成果がみられること、企業において
もポストモダンの社会的傾向（lnglehart［1997］p．76）がみられることを指摘してよかろう。
9．おわりに
　以上、やや羅列的に調査の結果を示したが、これとその他の文献情報を併せて考えてみると、カザ
フスタン企業システムの特徴らしきものが、おぼろげながら浮かび上がってくる。試論的にではある
が、青木のフレームワークに沿って指摘してみよう。
1）組織アーキテクチャにおける慣習。断片的な情報以外に判断の材料がないが、ソ連時代の伝統を
　受け継いだ機能的ヒエラルキーではないかと推定される。
2）コーポレート・ガバナンス。EBRDの統計（EBRD［2009］）では、　GDPに占める民間部門の比率が
　70％（2008）年となっているが、実際には国家が多くの有力企業を支配している1。
3）金融制度。比較的安定した銀行システムを形成しているが、証券市場は未発達で、間接金融中心
　である。
4）労働・雇用制度。労働組合は存在しているが、あまり影響力はないようである（筆者がインタビュー
　したある官僚は、労働組合の存在を知らなかった）。政府は教育レベルの向上、留学制度を通じて質
　の高い労働力の育成を目指している。
5）生産物市場・産業制度。生産において外資に依存し、市場において輸出に依存している。
6）供給関係。製造業未発達のため供給関係そのものが弱体。
7）財産権ルールおよび実効化。腐敗度が高い（世界120位）ことからも推測されるように、政官財の
　癒着が顕著である（Hiro［2009］pp．248－280）。
8）社会的埋め込み、規範、価値。官尊民卑の風潮があるが、近年、中小企業の勃興に見られるよう
　に企業家精神も成長しつつある。
9）国家。開発独裁国家といえそうである。大統領は自ら産業発展を主導する終身大統領である。憲
　法に「リーダー」と書かれるかもしれない（『日本経済新聞』2010年7月11日号）。
　このように、カザフスタンの企業システムは、とくに、その基幹部分を国家が腐敗を伴いながらコ
1　岩暗、鈴木［2010］は、旧ソ連諸国の政府・企業間関係を分類し「命令国家」、「救済国家」、「処分国家」の3パター
ンがあるとしている。ほぼ1990年代を見渡して、カザフスタンは「救済国家」であるとされているが（94－101頁）、現
状は「命令国家」の方に近いように思える。
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ントロールしている点において、深刻な問題をはらんでいる。しかし同時に、国家の教育政策、中小
企業育成政策などは、一定の効果をあげており、今後の発展に期待を抱かせる面もある。背景に資源
依存の産業構造があることも含めて、ロシアの企業システムとの問に共通性が見られる。
　ただし、これを既存モデルの一変種と見るべきか、移行期モデルあるいはロシア＝カザフスタン・
モデルと言うべきか等の問題について、答えを出すことは本稿ではできない。今後、情報収集と分析
をさらに進めて、カザフスタンの企業システムの特徴をより明確にすることにより、それらの問題を
検討したい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　日　　’｝ll’社会　A’1’石Pt一糸導
　　　　　　　　　　　　　　　　　女性実業家アンケート
以下の質問に答えてください。回答時間は約10分です。
1　個人のプロフィール
1－1　お名前は？
1－2何歳ですか？
1－3　学歴は？
卒業学校名
1－3　家族構成は？
2　事業
2－1あなたはどんな事業をしていますか？
2－2　あなたの企業はどんな法的地位にありますか？
個人企業、有限会社、または
2－3　従業員は何名ですか？
2－4起業したのはいつですか？
2－5　なぜ起業しようと思ったのですか？
2－7　自分の事業の発展史を簡単に説明して下さい。
2－8　自分の事業上のパートナーをどのようにして見つけましたか？親戚、知人、広告、またはそれ以
　　外で？
2－9事業場のパートナーは頻繁に変わりますか？それともあまり変わりませんか？
一81一
　　　　　　　　　　　　　　　　　艇9巻，2口　2011∠－3
2－10　国家の小企業政策についてどう思いますか？良い点、悪い点は？
2－11あなたの事業の主要な目的は何ですか？金、人間関係、あるいは自分の人格の発展ですか？
2－12　あなたの事業の将来展望はどうですか？
3　カザフスタンの企業文化の特殊性について
3－1企業内での権力格差は比較的大きいですか、小さいですか？
3－2　実業家はリスク回避的ですか、リスク容認的ですか？
3－3　全体として実業家の行動は集団主義的ですか、個人主義的ですか？
3－4性差は大きいですか、小さいですか？
3－5　実業家は長期的な視点に立ちますか、短期的な視点に立ちますか？
ご回答ありがとうございました。
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